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第４次岡山県消費生活基本計画(案)について 

 

第４次岡山県消費生活基本計画について、昨年１１月に素案を公表し、県議会を

はじめ、消費生活懇談会での議論やパブリック・コメント等の意見を反映し、このた

び、計画（案）を取りまとめた。 

 

１ パブリック・コメントの結果 

(１) 実施期間        令和２年１１月２０日（金）～令和２年１２月２１日（月） 

(２) 件  数        ３件（個人 ３人） 

(３) 主な意見と県の考え方  別紙のとおり 

 

２ 主な修正点 

意見の概要 反映状況等 

＜基本目標Ⅰ 重点目標１＞ 

（パブコメ） 

被害にあいそうになったときや、あってし

まったときに、専門的な知識のある人に相

談することが、被害を減少させるために一

番効果的な方法だと思うので、「消費者ホッ

トライン１８８(いやや)」の啓発にも努めてほ

しい。 

＜目標値＞計画 P31 

（懇談会） 

「消費者ホットライン１８８の認知度」の目

標値を３０％としているが、１００％を目指す

べきだ。 

【記述の追加】 

（計画P15） 

 「施策の方向１ 県消費生活センターの

充実」に、「消費者ホットライン１８８」の一

層の周知を図り、相談窓口の利用促進

に努めることを追記した。 

 

＜基本目標Ⅱ 重点目標２＞ 

（パブコメ） 

成年年齢の引下げは、「未成年者契約

の取消し」が大きく関わってくるので、そのこ

とも明記し、この計画で「若年者への消費

者教育の推進」を重点施策に位置付けた

趣旨が分かるように記述した方が良い。 

（懇談会） 

成年年齢引下げに対応した消費者教育

の対象を小学校、中学校、高等学校等とし

ているが、直接のターゲットは１８歳の直前

の高校１､２年生（１６､１７歳）である。この計

画期間の５年間で重点施策として集中的に

実施するのであれば、高校１､２年生に焦点

を絞るべきである。 

【記述の修正】 

（計画P20） 

「若年者への消費者教育の推進」を重

点施策に位置付けた趣旨は、１８歳からは

民法上の未成年者取消権が行使できなく

なり、消費者被害増加が懸念されることで

あることがわかるよう、「重点目標２ 若年

者への消費者教育の推進」の説明を修正

した。 

また、消費者教育は、各ライフステージ

において体系的に行っていくが、令和４年

４月の成年年齢引下げに対応するため、

高校生を含めた若年者への消費者

教育を一層強化するよう、記述を修正 し

た。 
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＜基本目標Ⅳ 重点目標２＞ 

（県議会） 

消費者問題については、詐欺まがいのこ

ともあるので、警察との連携も大変重要だ

が、この計画で、どう連携していくことを考え

ているのか。 

【記述の追加】 

（計画P26） 

詐欺等に対しては警察等と連携して取

り組むこととしており、「取引における公正・

公平の確保」の項目に、警察等との連携

についての説明を追加した。 

 

 

３ 今後のスケジュール 

令和３年３月 第４次岡山県消費生活基本計画決定 



3

第４次岡山県消費生活基本計画（案）の概要

１ 計画期間 令和３年度～７年度

２ 基本目標等
５つの基本目標と、その下に１７の重点目標を定め、総合的に取り組みます。

基本目標Ⅰ 消費者被害の防止・救済

１ 消費者被害の防止 [重点施策①]
２ 消費者被害からの救済

基本目標Ⅱ 消費者教育の推進

１ ライフステージに応じた消費者教育の実施 [重点施策②]
２ 若年者への消費者教育の推進 [重点施策③]
３ 消費者教育を担う人材の育成
４ 他の関連する教育との連携
５ 消費生活に関する啓発・情報提供

基本目標Ⅲ 消費者の主体的な活動への支援

１ 公正で持続可能な社会を目指した消費生活の促進
２ 消費者の組織活動の促進
３ 消費者の意見の反映

基本目標Ⅳ 自主的かつ合理的な選択の機会の確保

１ 規格･表示等の適正化
２ 取引における公正･公平の確保
３ 公正な価格の形成
４ 生活必需品の安定供給

基本目標Ⅴ 安全・安心な商品・サービスの確保

１ 生産から消費に至る一貫した食の安全確保
２ 商品（食品以外）･サービスの安全性の確保
３ 安心の定着に向けた信頼の確立

３ 重点施策
計画期間中、次の施策を重点的に取り組みます。

〔重点施策① 消費者被害の防止〕
高齢者等、それぞれの消費者の特性を踏まえたきめ細かな対策を行います。

〔重点施策② ライフステージに応じた消費者教育の実施〕
生涯を通じて、それぞれのライフステージに応じた学びの機会を提供できるよ
う取り組みます。

〔重点施策③ 若年者への消費者教育の推進〕
民法の成年年齢引下げに向けて、学校等における実践的な消費者教育を推進し
ます。
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別 紙 

第４次岡山県消費生活基本計画(素案)に対する 

主な意見と県の考え方について 

 

１ 第３章 目標と取組 

  基本目標Ⅰ 消費者被害の防止・救済 

  重点目標１ 消費者被害の防止 

意見の概要 県の考え方 

１ 

（パブコメ） 
被害にあいそうになったときや、あ

ってしまったときに、専門的な知識の
ある人に相談することが、被害を減少
させるために一番効果的な方法だと思
うので、「消費者ホットライン１８８
(いやや)」の啓発にも努めてほしい。 

 
「施策の方向１ 県消費生活センタ
ーの充実」(P15)に、「消費者ホットラ
イン１８８」の一層の周知を図り、相
談窓口の利用促進に努めることを追記
しました。 

２ 

 
高齢者の消費者被害の防止について

は、高齢者の生活全般も含めた対策を
考える必要がある。財政状況が厳しい
中、行政で知恵を出してもらいたい。 

 
ご提案の、高齢者の生活全般を含め
た対策は重要であると考えており、 
「施策の方向３」(P16)で記載のとお
り、高齢者の消費者被害を防止するた
め地域の行政や福祉関係者、警察等が
連携した見守りネットワークの構築を
促進し、高齢者等の消費者被害防止の
取組を支援していくこととしていま
す。 
 

３ 

 
「訪問販売お断りステッカー」を玄

関等に張れば訪問販売ができなくなる
「消費生活安心条例」が熊本県内の１
市３町で制定された。これにより高齢
者の消費者被害の減少が期待されるの
で、岡山県でも市町村に制定を呼びか
けたらどうか。 
 

 
高齢者等の消費者被害の防止につい
ては、市町村と連携した地域の見守り
機能の強化が重要であると認識してお
り、ご提案いただいた市町村条例の整
備を含め、全国の先進的な取組につい
ての情報収集に努め、市町村に情報提
供してまいります。 

 

  基本目標Ⅱ 消費者教育の推進 
  重点目標１ ライフステージに応じた消費者教育の実施 

意見の概要 県の考え方 

４ 

（パブコメ） 
新型コロナウイルスの影響で、キャ

ッシュレス化、非対面取引等の急速な
増加が予想される中、消費者（特に高
齢者・若年層）を消費者被害から守る
ため、情報リテラシーの向上にも努め
てほしい。 
 

 
「施策の方向２ 地域社会での消費者
教育の推進」(P19)で記載のとおり、消
費者教育において、情報リテラシーの向
上に努めるとともに、キャッシュレス化
等に関連する消費者被害の防止のための
啓発を行うこととしています。 
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  重点目標２ 若年者への消費者教育の推進 

意見の概要 県の考え方 

５ 

（パブコメ） 
成年年齢の引下げは、「未成年者契

約の取消し」が大きく関わってくるの
で、そのことも明記し、「若年者への
消費者教育の推進」を重点施策に位置
付けた趣旨が分かるように記述した方
が良い。 
 

 
「若年者への消費者教育の推進」を重
点施策に位置付けた趣旨は、１８歳から
は民法上の未成年者取消権が行使できな
くなり、消費者被害増加が懸念されるこ
とであることがわかるよう、「重点目標
２ 若年者への消費者教育の推進」
(P20)の説明を修正しました。 
 

６ 

 
成年年齢引下げに対応した消費者教

育の対象を小学校、中学校、高等学校
等としているが、直接のターゲットは
１８歳の直前の高校１､２年生（１６､
１７歳）である。この計画期間の５年
間で重点施策として集中的に実施する
のであれば、高校１､２年生に焦点を
絞るべきである。 
 

 
消費者教育は、各ライフステージにお
いて体系的に行っていきますが、令和４
年４月の成年年齢引下げに対応するた
め、「重点目標２ 若年者への消費者教
育の推進」(P20)を、高校生を含めた若
年者への消費者教育を一層強化するよう
、記述を修正しました。 

 
  重点目標３ 幼・小・中・高等学校等における教員の指導力の向上  

意見の概要 県の考え方 

７ 

 
ここでは「幼・小・中・高等学校

等」が対象となっているが、幼稚園生
は消費をするような対象ではない。ま
た、小学生も主体的な消費者なのか。
中学校・高等学校なら分かるが、幼稚
園・小学校の先生の負担軽減のために
も、幼稚園・小学校を対象から除いた
らどうか。 
 

 
消費者教育については、各ライフステ
ージに応じて体系的に行うこととしてお
り、幼少期は自ら考え行動する自立した
消費者となる基本的な事項を習得する時
期と考えていますので、「施策の方向１ 
幼・小・中・高等学校等における教員の
指導力の向上」(P20)で記載のとおり、
幼稚園生・小学生に対する指導力の向上
にも取り組んでいきたいと考えていま
す。 
 

 
  基本目標Ⅳ 安全・安心な商品・サービスの確保 
  重点目標３ 安心の定着に向けた信頼の確保 

意見の概要 県の考え方 

８ 

 
商品やサービスに関して、今このよ

うなことが起きているとか、こういう
商品の購入に問題があるとかをきめ細
かく、スピーディーに情報提供しても
らいたい。 

 
「施策の方向１ 情報の提供」(P29)
で記載のとおり、商品・サービスに関し
て正確でわかりやすい各種情報を、県ホ
ームページなど様々な広報媒体を利用し
て提供してまいります。 
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  目標値 

意見の概要 県の考え方 

９ 

 
「消費生活相談員を配置する市町村

数（派遣相談員を含む）」について、
今回新たに派遣相談員を含めることと
したが、消費生活相談員の資格を持っ
ている人の絶対数が非常に少ないこと
に起因しているので、消費生活相談員
の育成も重要ではないか。 
 

 
「施策の方向２ 市町村の相談体制へ
の支援」(P16)で記載のとおり、市町村
での消費生活相談対応力の向上のため、
県消費生活センターにおいて相談員等の
レベルアップ研修等を実施するととも
に、困難事案への助言など、それぞれの
市町村の状況に応じて必要な支援を行う
ことにより、相談員の育成を行ってまい
ります。 
また、国民生活センターによる国家資
格取得及び資格保有者の採用のための支
援制度の活用も促します。 
 

１０ 

 
「消費者ホットライン１８８（いや

や）の認知度」の目標値を３０％とし
ているが、１００％を目指すべきだ。 

 
「施策の方向１ 県消費生活センター
の充実」(P15)に、「消費者ホットライ
ン１８８」の一層の周知を図り、相談窓
口の利用促進に努めることを追記しまし
た。 
なお、目標値の３０％は、国の目標値
（若年者の消費者ホットライン１８８の
認知度３０％以上）を参考に設定してい
ますが、各関係者との連携により、より
一層の周知に努めてまいります。 
 

１１ 

 
「実践的な消費者教育教材を活用し

た授業等を実施する公立の高等学校等
の割合」について、目標値の対象を公
立に限定しているが、私立高校に対し
ての消費者教育をどう考えているの
か。 

 
私立高校は独自の教育方針の下で取組
を行っていることから、目標値の対象と
はしていませんが、この計画は県内全て
の学校を対象としており、私立高校を含
めて実践的な消費者教育教材の普及に努
めてまいります。 

１２ 

 
「実践的な消費者教育教材を活用し

た授業等を実施する公立の高等学校等
の割合」は把握できるが、計画期間で
ある５年間で成果を上げるためには、 
中学生の状況も把握する必要があるの
ではないか。 

 
中学校における消費者教育の実施状況
は把握しておりませんが、「施策の方向
１ 学校教育等での消費者教育の指針」
(P19)で記載のとおり、中学校において
も県が作成した実践的な消費者教育教材
等を活用した消費者教育を効果的に推進
してまいります。 
 

 
 
 
 


